
令和５年度新庄市民間立保育所等食材等物価高騰対策支援事業費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、民間立保育施設等において、物価高騰の影響により、食材

等の価格が高騰する中、これまで通りの栄養バランスや量等を確保した給食の

実施を支援するため、給食等の食材等物価高騰に伴う費用の一部について、予

算の範囲内において補助金を交付することについて、新庄市補助金等交付規則

（昭和５５年規則第９号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要

な事項を定めるものとする。 

 （補助対象者等） 

第２条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、第４

条の交付申請時点で別表に掲げる民間立保育所等を運営している者とする。 

２ 補助金の交付の対象となる月（以下「補助対象月」という。）は、令和５年

４月から令和６年３月までの各月とする。この場合において、補助対象月のう

ち、食材等物価高騰に伴う費用の一部又は全部を保護者に負担させている月が

あるとき（補助対象者が保護者に負担させた食材等物価高騰に伴う費用の返還

その他の手段を行ったことにより当該保護者の負担がなくなったと認められる

当該月を除く。）は、当該月は、補助対象月としない。 

（補助金の額） 

第３条 補助金の額は、補助対象月の初日における補助対象者が運営する民間立

保育所等の在籍児童１人につき４００円を乗じて得た額 とする。 

（交付申請） 

第４条 規則第３条に規定する補助金等交付申請書の提出期限は、令和６年１月

３１日までとし、添付すべき書類は次のとおりとする。 

⑴ 令和５年度新庄市民間立保育所等食材等物価高騰対策支援事業計画書（様式

第１号） 

⑵ その他市長が必要と認める書類 

 （補助事業の変更） 

第５条 規則第７条第１項第１号の規定により市長の承認を受けようとするとき

は、補助対象者は、補助事業変更申請書に変更後の令和５年度新庄市民間立保

育所等食材等物価高騰対策支援事業計画書（様式第１号）を添付し、市長に提

出しなければならない。 

（実績報告） 

第６条 規則第９条に規定する実績報告書の提出期限は、令和６年３月８日まで

とし、添付すべき書類は次のとおりとする。 



⑴  令和５年度新庄市民間立保育所等食材等物価高騰対策支援事業実績報告  書

（様式第１号） 

⑵ その他市長が必要と認める書類 

（概算払） 

第７条 市長は必要があると認めるときは、補助金の概算払をすることができる。  

２ 前項の規定により補助金の概算払を受けようとするときは、補助対象者は、

令和５年度新庄市民間立保育所等食材等物価高騰対策支援事業費補助金概算払

請求書（様式第２号）を市長に提出しなければならない。 

 （交付決定の取消し） 

第８条 市長は、補助対象者が偽りその他不正の手段により補助金の交付決定を

受けたと認めるときは、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すものと

する 。 

（補助金の返還） 

第９条 市長は、前条により補助金の交付の決定を取り消した場合において、当

該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、期限を定め

て返還を命ずるものとする。 

（書類の保管） 

第１０条 補助対象者は、事業に関する帳簿及び証拠書類を事業完了年度の翌年

度から起算して５年間保管しておかなければならない。 

２ 市長は、補助金に係る予算の執行の適正を期するため、必要があるときは、

前項の帳簿及び証拠書類を検査することができる。 

 （その他） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、この補助金の交付に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

附 則 

 この告示は、告示の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表 

民間立保育所等 

パリス保育園 

新庄保育園 

はぐくみ保育園 

はぐくみ第２保育園 

にこにこ東園 

なかよし保育園 

ひまわり保育園 

新庄ベビーホーム 

にこにこベビーホーム 

パリス杜の子保育園 

認定こども園 金沢幼稚園 

認定こども園 金沢南保育園 

新庄幼稚園 認定こども園 

認定こども園 向陽幼稚園 

大手幼稚園 

託児ルーム ＨＵＧ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１号 

 

令和５年度新庄市民間立保育所等食材等物価高騰対策支援事業 

計画（実績報告）書 

 

１．補助対象者の概要 

補助対象者名  

施設名  

施設所在地  

令和４年４月１日時点の

給食費等の額 

 令和５年４月１日以降の

給食費等の額 

 

 

２．事業計画（事業実績） 

月 
各月初日時点の 

在籍児童数(A) 
補助単価(B) 

補助金額 

（A×B） 

４月 人 円 円 

５月 人 円 円 

６月 人 円 円 

７月 人 円 円 

８月 人 円 円 

９月 人 円 円 

１０月 人 円 円 

１１月 人 円 円 

１２月 人 円 円 

１月 人 円 円 

２月 人 円 円 

３月 人 円 円 

合 計 人 円 円 

（備 考）次の書類を添付すること。 

１ 交付申請または補助事業の変更をするに当たっては、施設別に各月初日時点

の在籍児童数及び給食費の額がわかる書類。 

２ 第２条第２項後段括弧書に該当する場合は、保護者の負担を解消したことが

わかる書類 

３ 実績報告をするに当たっては、施設別に各月初日時点の在籍児童数及び給食

費の額がわかる書類。 



様式第２号 

 

年   月   日 

 

（宛先）新庄市長 

 

 

申請者 所在地 

施設名 

代表者氏名       印 

 

令和５年度新庄市民間立保育所等食材等物価高騰対策支援事業費補助金 

概算払請求書 

 

 令和 年 月 日付 第 号で交付決定通知のあった標記補助金について、令

和５年度新庄市民間立保育所等食材等物価高騰対策支援事業費補助金交付要綱第

７条の規定に基づき、下記金額のとおり概算払を受けたいので請求します。 

 

記 

 

１．概算払請求額 

既交付決定額 概算払受領済額 今回概算払請求額 

円 円 円 

 

２．概算払を必要とする理由 

 

 

 

 

３．添付資料 

  資金計画のわかる資料 

 

 

 

 


